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(57)【要約】
無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイス、および製造の方
法を、本明細書に記載する。一実装形態では、ＲＦＩＤ
デバイスは、遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能せず、
かつ予め製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグ（２
００、２０５、４５０）と、近距離専用のＲＦＩＤタグ
から独立しており、かつ遠距離用のアンテナとして機能
するように構成された導体素子（３０２、４５２）とを
含む。近距離専用のＲＦＩＤタグはを、品物（４０８、
４５４）の第１の部分（５０４）に結合し、および導体
素子を、品物の第２の部分（５０８）に結合し、ＲＦＩ
Ｄデバイスが近距離および遠距離の両方で機能するよう
に、第１の部分および第２の部分を、近距離専用のＲＦ
ＩＤタグを導体素子に近接して結合するように配置する
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスであって、
　遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能せず、かつ予め製造されている近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグと、
　前記近距離専用のＲＦＩＤタグから独立し、かつ遠距離用のアンテナとして機能するよ
うに構成された導体素子と
　を備え、前記近距離専用のＲＦＩＤタグを、品物の第１の部分に結合し、
　前記導体素子を前記品物の第２の部分に結合し、ＲＦＩＤデバイスが近距離および遠距
離の両方で機能するように、前記第１の部分および前記第２の部分を、前記近距離専用の
ＲＦＩＤタグを前記導体素子に近接して結合するように配置した
　ことを特徴とする無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイス。
【請求項２】
　前記導体素子を、前記ＲＦＩＤデバイスが前記遠距離において実質的に効率的に機能す
るように、前記品物に実質的に同調することを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデバ
イス。
【請求項３】
　前記ＲＦＩＤデバイスがもはや前記遠距離で機能しないように、前記導体素子および前
記近距離専用のＲＦＩＤタグのうちの一方を前記品物から分離し、前記近距離専用のＲＦ
ＩＤタグから近接した前記導体素子を分離することを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩ
Ｄデバイス。
【請求項４】
　前記近距離専用のＲＦＩＤタグは電源を内蔵していないことを特徴とする請求項１に記
載のＲＦＩＤデバイス。
【請求項５】
　前記近距離専用のＲＦＩＤタグは、基板に配置される集積回路および近距離用のループ
を含むことを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデバイス。
【請求項６】
　前記導体素子は、細長い形状を有することを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデバ
イス。
【請求項７】
　前記導体素子は、ワイヤー、プリント素子、フォイルスタンプ、およびプリント可能な
インクのうちの１つまたは複数を含むグループから選択される材料を含むことを特徴とす
る請求項１に記載のＲＦＩＤデバイス。
【請求項８】
　前記導体素子を、前記品物の一部から形成することを特徴とする請求項１に記載のＲＦ
ＩＤデバイス。
【請求項９】
　前記近距離専用のＲＦＩＤタグおよび前記導体素子を、１／４インチ（０．６４ｃｍ）
以下の距離間隔で維持することを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデバイス。
【請求項１０】
　前記導体素子と前記近距離専用のＲＦＩＤタグとの間に配置され、前記導体素子と前記
近距離専用のＲＦＩＤタグとを分離する電気的な非導体材料をさらに含むことを特徴とす
る請求項１に記載のＲＦＩＤデバイス。
【請求項１１】
　空隙の距離間隔を、前記近距離専用のＲＦＩＤタグと前記導体素子との間で維持するこ
とを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデバイス。
【請求項１２】
　前記品物のパッケージの一部を含む結合構造をさらに備えたことを特徴とする請求項１
に記載のＲＦＩＤデバイス。
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【請求項１３】
　取り外し可能な材料を含む結合構造をさらに備えたことを特徴とする請求項１に記載の
ＲＦＩＤデバイス。
【請求項１４】
　接着ステッカーを含む結合構造をさらに備えたことを特徴とする請求項１に記載のＲＦ
ＩＤデバイス。
【請求項１５】
　複数の別々の部分を含む結合構造をさらに備えたことを特徴とする請求項１に記載のＲ
ＦＩＤデバイス。
【請求項１６】
　前記近距離を、搬送波の１つの全波長内の前記ＲＦＩＤデバイス周辺の第１の領域とし
て定義し、および前記遠距離を、前記搬送波の１つの全波長を超える前記ＲＦＩＤデバイ
ス周辺の第２の領域として定義することを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデバイス
。
【請求項１７】
　前記第１の部分および前記第２の部分を、前記近距離専用のＲＦＩＤタグを前記導体素
子に磁気的に結合するように配置することを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデバイ
ス。
【請求項１８】
　前記第１の部分および前記第２の部分を、前記近距離専用のＲＦＩＤタグを前記導体素
子に静電的に結合するように配置することを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデバイ
ス。
【請求項１９】
　前記第１の部分および前記第２の部分を、前記近距離専用のＲＦＩＤタグを前記導体素
子に電気的に接触しているように配置することを特徴とする請求項１に記載のＲＦＩＤデ
バイス。
【請求項２０】
　遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能しない近距離専用のＲＦＩＤタグと、
　前記近距離専用のＲＦＩＤタグから独立し、かつ遠距離用のアンテナとして機能するよ
うに構成された導体素子と、
　前記導体素子を、前記近距離専用のＲＦＩＤタグと近接関係に配置して、ＲＦＩＤデバ
イスが、近距離および遠距離の両方で機能するように、前記導体素子を前記近距離専用の
ＲＦＩＤタグに結合するように構成された結合構造と
　を備え、前記結合構造を、前記導体素子と前記近距離専用のＲＦＩＤタグとの前記近接
関係を後で解除して、ＲＦＩＤデバイスがもはや前記遠距離で機能しないように、前記導
体素子を前記近距離専用のＲＦＩＤタグから分離することができるように構成した
　ことを特徴とする無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイス。
【請求項２１】
　無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスを作る方法であって、
　近距離専用のＲＦＩＤタグを、品物の第１の部分に結合するステップであって、前記近
距離専用のＲＦＩＤタグは、遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能せず、かつ予め製造され
ている、ステップと、
　導体素子を前記品物の第２の部分に結合するステップであって、前記導体素子を、遠距
離用のアンテナとして機能するように構成する、ステップと
　を備え、前記結合ステップの結果、前記ＲＦＩＤデバイスが近距離および遠距離の両方
で機能するように、前記近距離専用のＲＦＩＤタグを、前記導体素子の近くに配置し、か
つ近接して結合する
　ことを特徴とする方法。
【請求項２２】
　無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスを作る方法であって、
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　遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能せず、かつ予め製造されている近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグを取得するステップと、
　導体素子をタグ付けされる品物に同調させるステップであって、前記導体素子を、遠距
離用のアンテナとして機能するように構成する、ステップと、
　前記導体素子を、前記近距離専用のＲＦＩＤタグに近接して結合するように、前記近距
離専用のＲＦＩＤタグおよび前記導体素子を前記品物に結合するステップであって、前記
ＲＦＩＤデバイスを、近距離および遠距離の両方で機能するように構成する、ステップと
　を備えたことを特徴とする方法。
【請求項２３】
　前記近距離専用のＲＦＩＤタグを、前記品物に同調しないことを特徴とする請求項２２
に記載の方法。
【請求項２４】
　前記近距離専用のＲＦＩＤタグを、ＲＦＩＤタグの製造業者から取得し、ならびに前記
同調させるステップおよび前記結合するステップを、品物の製造業者によって実行するこ
とを特徴とする請求項２２に記載の方法。
【請求項２５】
　前記同調させるステップは、
　前記品物に結合するとき、前記導体素子を前記品物に実質的に同調するように、前記導
体素子を設計するステップを含むことを特徴とする請求項２２に記載の方法。
【請求項２６】
　前記結合するステップは、
　前記導体素子を、プリント可能な導電性インクにより前記品物の表面にプリントするス
テップを含むことを特徴とする請求項２２に記載の方法。
【請求項２７】
　前記結合するステップは、
　前記導体素子を、前記品物の表面に形成するステップを含むことを特徴とする請求項２
２に記載の方法。
【請求項２８】
　前記結合するステップは、
　前記導体素子を前記近距離専用のＲＦＩＤタグに磁気的に結合するように、前記導体素
子を前記品物上に前記近距離専用のＲＦＩＤタグに対して配置するステップを含むことを
特徴とする請求項２２に記載の方法。
【請求項２９】
　前記結合するステップは、
　前記導体素子を前記近距離専用のＲＦＩＤタグに静電的に結合するように、前記導体素
子を前記品物上に前記近距離専用のＲＦＩＤタグに対して配置するステップを含むことを
特徴とする請求項２２に記載の方法。
【請求項３０】
　前記結合するステップは、
　前記導体素子を前記近距離専用のＲＦＩＤタグに電気的に接触しているように、前記導
体素子を前記品物上に前記近距離専用のＲＦＩＤタグに対して配置するステップを含むこ
とを特徴とする請求項２２に記載の方法。
【請求項３１】
　前記結合するステップは、
　前記導体素子および前記近距離専用のＲＦＩＤタグのうちの一方を前記品物から取り外
すことができるように、前記近距離専用のＲＦＩＤタグと前記導体素子とを前記品物に結
合するステップを含むことを特徴とする請求項２２に記載の方法。
【請求項３２】
　前記ＲＦＩＤデバイスがもはや前記遠距離で機能しないように、前記近距離専用のＲＦ
ＩＤタグおよび前記導体素子のうちの一方を前記品物から分離するステップ



(5) JP 2012-520517 A 2012.9.6

10

20

30

40

50

　をさらに備えたことを特徴とする請求項２２に記載の方法。
【請求項３３】
　前記ＲＦＩＤデバイスが前記近距離および前記遠距離の両方で再度機能するように、前
記近距離専用のＲＦＩＤタグおよび前記導体素子のうちの前記一方を前記品物に再度結合
するステップ
　をさらに備えたことを特徴とする請求項３２に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は一般に無線周波数識別（ＲＦＩＤ）タグに関し、より詳細には近距離および遠
距離の用途で使用するのに適したＲＦＩＤタグに関する。
【背景技術】
【０００２】
　本出願は、参照により本明細書にその全部が組み込まれている、２００９年３月１０日
出願の米国特許仮出願第６１／１５９，０４２号明細書の利益を主張する。
【０００３】
　無線周波数識別（ＲＦＩＤ）タグは、電波を使用して、識別および追跡の目的で、製品
、動物、または人に貼り付けるまたは組み込むことができる物である。あるタグは、数メ
ートル離れて、読取機の見通し線(the line of sight)を超えて読み取ることができる。
ほとんどのＲＦＩＤタグは、少なくとも２つの部分を含む。第１は、情報の格納および処
理を行うこと、無線周波数（ＲＦ）信号の変調および復調を行うこと、および他の特別な
機能のための集積回路である。第２は、信号を受信し、後方散乱するアンテナである。一
般に、バッテリを含むアクティブＲＦＩＤタグ、およびバッテリを有していないパッシブ
ＲＦＩＤタグの２つのタイプのＲＦＩＤタグがある。現在、ＲＦＩＤを、企業サプライチ
ェーンマネジメントで使用し、在庫の追跡および管理の効率を向上させている。
【０００４】
　ウォルマート(Wal-Mart)および米国国防総省は、サプライチェーンマネジメントを向上
させるために、ベンダーがＲＦＩＤタグをすべての出荷品に貼る旨の要件を発表した。一
般に、ベンダーは、ＲＦＩＤプリンタ／エンコーダを使用して、電子製品コード（ＥＰＣ
）タグを必要とするケースおよびパレットにラベルを貼る。これらの高性能なラベルは、
ＲＦＩＤインレーをラベル材に埋め込み、次いでバーコードおよび他の可視の情報をラベ
ルの表面にプリントすることによって生産される。
【０００５】
　しかし、ベンダーは、ＲＦＩＤシステムの実装のかなりの困難さに直面している。例え
ば、製品およびパッケージによって電波の減衰がもたらされるため、現在、読み取りの成
功率は８０％にすぎない。すなわち、ＲＦＩＤ　ＵＨＦのパッシブタグのＲＦの特性およ
び性能は、タグを貼る対象物の誘電特性によって変わる。タグインレーの製造業者は、対
象物の誘電性による影響が最小となるタグを設計しようと試行する。タグが貼り付けられ
た品物の誘電性は、インレーのアンテナの共鳴周波数を変える。ＲＦ信号が集積回路に到
達するためには、アンテナとチップとの間にインピーダンス整合がなければならない。ア
ンテナを離調(detune)すればするほど、インピーダンスの不整合は大きくなる。インピー
ダンスの不整合が増すにつれて、タグが動作を停止するまで、タグの性能が劣化する。
【０００６】
　インレーの製造業者は、すべての使用について確実に機能する「ユニバーサルタグ」の
設計に僅かに成功しているにすぎない。代替手段は、特定のタイプの製品に固有のタグを
設計することである。さらなる問題として、サプライチェーン全体にわたって多くの様々
な状況下でタグを読み取ることができるように、ベンダーは、適切な性能のために特定の
タグが使用されることを必要とするタグの認証を満たすタグを設計する必要がある。これ
は、さらに製品固有のタグの設計をもたらす。
【０００７】
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　さらに、消費者製品の製造業者は、それらの製品を売るために必要なすべての異なるタ
グの在庫を保持する必要がある。特定のＳＫＵ（stock keeping unit：在庫保管単位）に
適したタグを、構成要素として部品表に追加しなければならず、ＭＲＰ（Materials Requ
irements Planning：資材所要量計画）を介して管理しなければならない。これは、その
ＳＫＵの生産ラインを停止する可能性があるもう１つの関連性を追加する。生産ラインを
稼働させ続けるために、異なる不認証のタグを代用する大きな負荷があり、これは、サプ
ライチェーンの下流において在庫の不正確さをもたらすことになる。価格および複雑さに
おけるサプライチェーンへの負担は、ＲＦＩＤタグ付けを必要とするサプライヤから小売
店までが克服しなければならない逆風を生み出す。
【発明の概要】
【０００８】
　本発明のいくつかの実施形態は、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイス、およびそれを
製造する方法を提供する。一実施形態において、本発明は、遠距離用のＲＦＩＤタグとし
て機能せず、予め製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグと、近距離専用のＲＦＩＤタ
グから独立しており、かつ遠距離用のアンテナとして機能するように構成された導体素子
とを含む無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスとして特徴付けることができる。近距離専
用のＲＦＩＤタグを、品物の第１の部分に結合し、および導体素子を、品物の第２の部分
に結合し、第１の部分および第２の部分を、近距離専用のＲＦＩＤタグを導体素子に近接
して結合するように配置し、ＲＦＩＤデバイスが近距離および遠距離の両方で機能するよ
うにする。
【０００９】
　別の実施形態において、本発明は、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスであって、遠
距離用のＲＦＩＤタグとして機能しない近距離専用のＲＦＩＤタグと、近距離専用のＲＦ
ＩＤタグから独立しており、かつ遠距離用のアンテナとして機能するように構成された導
体素子と、導体素子を近距離専用のＲＦＩＤタグと近接関係に配置して、ＲＦＩＤデバイ
スが近距離および遠距離の両方で機能するように、導体素子を近距離専用のＲＦＩＤタグ
に結合するように構成された結合構造とを含む、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスと
して特徴付けることができる。結合構造を、導体素子と近距離専用のＲＦＩＤタグとの近
接関係を後で解除して、導体素子を近距離専用のＲＦＩＤタグから分離することができる
ように構成し、ＲＦＩＤデバイスがもはや遠距離で機能しないようにする。
【００１０】
　さらなる実施形態において、本発明は、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスを作る方
法であって、近距離専用のＲＦＩＤタグを品物の第１の部分に結合するステップであって
、近距離専用のＲＦＩＤタグは、遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能せず、かつ予め製造
されている、ステップと、導体素子を品物の第２の部分に結合するステップであって、導
体素子を、遠距離用のアンテナとして機能するように構成する、ステップとを含み、なら
びに結合ステップの結果、近距離専用のＲＦＩＤタグを、導体素子の近くに配置しかつ近
接して結合し、ＲＦＩＤデバイスが近距離および遠距離の両方で機能するようにする、方
法として特徴付けることができる。
【００１１】
　さらなる実施形態において、本発明は、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスを作る方
法であって、遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能せず、かつ予め製造されている近距離専
用のＲＦＩＤタグを取得するステップと、導体素子をタグ付けされる品物に同調させるス
テップであって、導体素子を、遠距離用のアンテナとして機能するように構成する、ステ
ップと、導体素子を近距離専用のＲＦＩＤタグに近接して結合するように近距離専用のＲ
ＦＩＤタグおよび導体素子を品物に結合するステップであって、ＲＦＩＤデバイスを、近
距離および遠距離の両方で機能するように構成する、ステップとを含む、方法として特徴
付けることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
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　本発明のいくつかの実施形態の上記および他の態様、特徴、および利点は、以下の図面
と併せて提示される以下のより詳細な説明からさらに明らかになる。
【００１３】
【図１】従来から知られているパッシブＲＦＩＤタグおよびタグ読取機を含むＲＦＩＤシ
ステムの基本的な構成要素を示す図である。
【図２Ａ】従来から知られている基板に形成された集積回路チップおよびアンテナを含む
ＲＦＩＤタグを示す図である。
【図２Ｂ】一実施形態による基板に形成された集積回路チップを含む近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグを示す図である。
【図２Ｃ】別の実施形態による遠距離用のアンテナとの静電結合を可能にするために基板
に形成された集積回路チップを含む近距離専用のＲＦＩＤタグを示す図である。
【図３Ａ】一実施形態による、分離された近距離専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のア
ンテナを近接して配置し、磁気結合をその間に提供し、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび
遠距離用のアンテナが近距離および遠距離の両方で機能するようにすることを示す図であ
る。
【図３Ｂ】一実施形態による、近距離専用のＲＦＩＤタグと遠距離用のアンテナとの間の
近接関係を解除し、ＲＦＩＤデバイスがもはや遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能しない
ようにすることを示す図である。
【図３Ｃ】一実施形態による、近距離専用のＲＦＩＤタグと遠距離用のアンテナとを互い
に近接するように再配置し、磁気結合をその間に提供し、近距離専用のＲＦＩＤタグおよ
び遠距離用のアンテナが近距離および遠距離の両方で再度機能するようにすることを示す
図である。
【図３Ｄ】一実施形態による、分離された近距離専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のア
ンテナが近接して配置し、静電結合をその間に提供し、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび
遠距離用のアンテナが近距離および遠距離の両方で機能するようにすることを示す図であ
る。
【図３Ｅ】一実施形態による、近距離専用のＲＦＩＤタグと遠距離用のアンテナとの間の
近接関係を解除し、ＲＦＩＤデバイスがもはや遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能しない
ようにすることを示す図である。
【図３Ｆ】一実施形態による、近距離専用のＲＦＩＤタグと遠距離用のアンテナとを互い
に近接するように再配置し、静電結合をその間に提供し、近距離専用のＲＦＩＤタグおよ
び遠距離用のアンテナが近距離および遠距離の両方で再度機能するようにすることを示す
図である。
【図４Ａ】品物に貼り付けられるＲＦＩＤタグを作成するために使用される従来の製造プ
ロセスを示す図である。
【図４Ｂ】一実施形態による、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナの製
造が分離される製造プロセスを示す図である。
【図４Ｃ】一実施形態による、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナの製
造が分離される製造プロセスを示す図である。
【図４Ｄ】一実施形態による、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナの製
造が分離される製造プロセスを示す図である。
【図４Ｅ】一実施形態による分離された製造プロセスを示す図である。
【図５】一実施形態による品物に貼付される分離された近距離専用のＲＦＩＤタグおよび
遠距離用のアンテナの一実装形態を示す断面図である。
【図６】一実施形態による品物に貼付される分離された近距離専用のＲＦＩＤタグおよび
遠距離用のアンテナの別の実装形態を示す断面図である。
【図７】一実施形態による品物に貼付される分離された近距離専用のＲＦＩＤタグおよび
遠距離用のアンテナの別の実装形態を示す断面図である。
【図８】一実施形態による品物に貼付される分離された近距離専用のＲＦＩＤタグおよび
遠距離用のアンテナの別の実装形態を示す断面図である。
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【図９】一実施形態による、近距離用のタグと遠距離用のアンテナとの間で維持される空
隙を含む、品物に貼付される分離された近距離専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアン
テナの別の実装形態を示す断面図である。
【図１０】一実施形態による、遠距離用のアンテナが品物のパッケージの表面に形成され
る品物のパッケージの一部を示す図である。
【図１１】一実施形態による、遠距離用のアンテナの設計が製品ラベルの設計に組み込ま
れるＲＦＩＤタグ付けデバイスを組み込むための品物例を示す図である。
【図１２】一実施形態による、遠距離用のアンテナの設計が製品ラベルの設計に組み込ま
れるＲＦＩＤタグ付けデバイスを組み込むための品物例を示す図である。
【図１３】一実施形態による、遠距離用のアンテナの設計が製品ラベルの設計に組み込ま
れるＲＦＩＤタグ付けデバイスを組み込むための品物例を示す図である。
【図１４】一実施形態による品物に貼付される分離された近距離専用のＲＦＩＤタグおよ
び遠距離用のアンテナの別の実装形態を示す断面図である。
【図１５】図１０の実施形態のバリエーションによる、遠距離用のアンテナが品物のパッ
ケージの表面に形成される品物のパッケージの一部を示す図である。
【図１６】遠距離用のアンテナに静電的に結合される近距離専用のＲＦＩＤタグを含む図
１５の品物のパッケージの一部の一実施形態を示す図である。
【図１７】ある実施形態による１つまたは複数の製造方法で実行されるステップを示すフ
ローチャートである。
【００１４】
　一致する参照文字は、図面のいくつかの表示を通じて一致する構成要素を示す。図中の
要素は、簡潔かつ明瞭にするために示されており、必ずしも等倍になるように示されてい
ないことを当業者であれば理解されたい。例えば、図における要素の一部の寸法は、本発
明の様々な実施形態の理解の向上を助けるために、他の要素に対して誇張される場合もあ
る。また、商業上実行可能な実施形態で有用または必要であり、一般的な、しかしよく理
解されている要素を、しばしば省略し、本発明のこれらの様々な実施形態の表示をさほど
妨害しないようにしている。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下の説明は、限定の意味にとられるのではなく、単に実施形態例の一般的な原理を説
明する目的のために提供される。本発明の範囲は、特許請求の範囲を参照して決定される
ものとする。
【００１６】
　本明細書を通じて「一実施形態」、「ある実施形態」、または類似の言い回しについて
の言及は、その実施形態との関連で記載される特定の特徴、構造、または特性が本発明の
少なくとも一実施形態に含まれることを意味する。したがって、本明細書を通じて「一実
施形態において」、「ある実施形態において」という句、および類似の言い回しの出現は
、必ずではないが、すべて同じ実施形態を指し得る。
【００１７】
　いくつかの実施形態によれば、近距離用のＲＦＩＤタグの構成要素および通常のＲＦＩ
Ｄタグの遠距離用のアンテナの設計を分離する。例えば、一実施形態において、近距離用
のＲＦＩＤタグの構成要素の設計は、近距離用のＲＦＩＤタグの構成要素と共に使用され
る遠距離用のアンテナの設計から独立している。ある形態では、これによって、ベンダー
は、遠距離用のアンテナの設計を考慮せずに、最適なまたは最も費用対効果の高い近距離
専用のＲＦＩＤタグを設計または選択し、またその逆を行うことができる。さらに、ある
実施形態に従ってＲＦＩＤタグを設計するとき、ベンダーは、すべての用途に単一の近距
離専用のＲＦＩＤタグを使用することができ、これは、ベンダーに対して品物にタグを付
けるコストを低減するスケールメリットをもたらす。さらに、遠距離用のアンテナを近距
離専用のＲＦＩＤタグと同じ基板パッケージに統合する必要がない場合、遠距離用のアン
テナの設計を簡単にする。例えば、ある実施形態によれば、遠距離用のアンテナを含まず
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、かつ遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能しない近距離専用のＲＦＩＤタグは、タグの製
造業者によって大量生産され、品物に実質的に同調された遠距離用のアンテナを設計し、
製造し、または製造した品物の設計者および／または製造業者によって購入される。多く
の場合、その結果、近距離および遠距離の両方で機能し、かつタグ付けされる品物に実質
的に同調される、費用対効果の高い効率的なＲＦＩＤタグとなる。
【００１８】
　まず図１を参照すると、従来から知られているパッシブＲＦＩＤタグ１０２およびタグ
読取機１０６を含むＲＦＩＤシステム１００の基本的な構成要素の図が示されている。Ｒ
ＦＩＤタグ１０２は、基板上に形成され、かつ、情報の格納および処理を行うことと、無
線周波数（ＲＦ）信号の変調および復調を行うことと、他の特別な機能とのための集積回
路またはチップ（図示せず）を含む。ＲＦＩＤタグ１０２は、タグアンテナ１０４も含む
。パッシブシステムにおいて、読取機１０６は、読取機アンテナ１０８を含み、かつ変調
された無線周波数（ＲＦ）信号１１０をＲＦＩＤタグ１０２に送信する。タグアンテナ１
０４は、ＲＦ信号を受信し、かつＲＦＩＤタグ１０２が集積回路のための電力を引き出す
電場および磁場を形成する。次いで集積回路によって、ＲＦＩＤタグ１０２は、後方散乱
のＲＦ信号１１２を変調してタグ読取機１０６に戻し、このＲＦ信号は、ＲＦＩＤタグ１
０２のメモリにおいて符号化された情報を含む。これは、読取機１０６によって送信され
たエネルギーの一部がタグアンテナ１０４によって反射され、かつデータで変調されると
いう点で、後方散乱と呼ばれる。ＲＦＩＤタグ１０２およびタグ読取機１０６は、いずれ
も中継器である。図１のシステム１００の機能および動作はよく知られている。
【００１９】
　企業サプライチェーンマネジメントで使用するように設計されたほとんどのＲＦＩＤタ
グは、近距離用および遠距離用のＲＦＩＤタグとして設計されており、すなわち、近距離
および遠距離の両方で動作するように設計されている。近距離とは、読取機アンテナ１０
８とタグ１０２とが搬送波の１つの全波長内で結合する読取機アンテナ１０８の周りの領
域であるが、多くの実践的な用途において、近距離は、搬送波の半分の波長内である。近
距離用の信号は、読取機アンテナからの距離の３乗（１／ｒ3）として減衰する。遠距離
とは、読取機アンテナ１０８およびタグ１０２を搬送波の１つの全波長を超えて結合する
読取機アンテナ１０８の周りの領域である。遠距離用の信号は、読取機アンテナからの距
離の２乗（１／ｒ2）として減衰する。搬送周波数が８６０～９６０ＭＨｘの範囲内にあ
る通常の極超短波（ＵＨＦ）ＲＦＩＤシステムにおいて、効果的な近距離は、読取機アン
テナ１０８から約１０～１５センチメートルまでの領域であるのに対して、遠距離は、読
取機アンテナ１０８を超えて、かつ約１５～４０センチメートルからの領域である。多く
の場合、読取機１０６は、最高約１５センチメートル離れた近距離において読み取ること
ができる一方、タグアンテナに応じて、読取機１０６は、最高約２０フィート（６．１０
ｍ）～３０フィート（９．１４ｍ）を超える遠距離において読み取ることができる。これ
らの特徴も当分野ではよく知られている。
【００２０】
　通常の企業サプライチェーンマネジメントの用途において、ＲＦＩＤタグ１０２は、近
距離および遠距離から読み取ることができるようにするために、近距離および遠距離タグ
であることが望ましい。通常のＲＦＩＤタグ１０２は、識別を符号化する集積回路、およ
び近距離用のタグ機能を提供するループを含む統合パッケージである。しかし、このルー
プは遠距離に対応しないので、統合パッケージは、遠距離タグ機能を提供する遠距離用の
アンテナまたはタグアンテナも含む。通常の遠距離用のアンテナは、ダイポールアンテナ
である。遠距離用のアンテナは、通常、ほとんどの統合されたＲＦＩＤタグにおいて近距
離ループおよび集積回路に電気的に結合されるが、ある場合、遠距離用のアンテナは、近
距離ループまたは集積回路に電気的に結合されず、かつ誘導結合または磁気結合に依存す
る。近距離ループおよび遠距離用のアンテナは、一般に、同じプリント／エッチングプロ
セスの一部として基板上にプリントまたはエッチングされ、かつ次いで集積回路がその上
に慎重に配置される。結果として得られた集積素子は、ＲＦＩＤインレーと呼ばれる。
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【００２１】
　ＲＦＩＤタグ１０２のこの統合された設計についていくつかの問題がある。まず、ＲＦ
ＩＤタグが貼り付けられる品物の誘電特性が遠距離用のアンテナの性能に影響を与えるこ
とはよく知られている。すなわち、品物の誘電性は、インレーの遠距離用のアンテナの共
鳴周波数を変える場合がある。ＲＦ信号が集積回路に到達するためには、遠距離用のアン
テナ、ループ、およびチップの間にインピーダンス整合がなければならない。遠距離用の
アンテナが離調されればされるほど、インピーダンスの不整合は大きくなる。インピーダ
ンスの不整合が増すにつれて、タグが動作を停止するまで、タグの性能が劣化する。小売
り環境におけるある製品は、良好に機能するＲＦＩＤタグの設計を難しくする誘導的な特
質を有していることがわかっている。例えば、Ｐｉｎｅ－Ｓｏｌ（登録商標）の洗剤は、
遠距離用のアンテナの離調をもたらす。この問題を知ることによって、ベンダーは、遠距
離用のアンテナを同調させるようＲＦＩＤタグ１０２を設計することができ、問題の品物
に貼り付けられると、遠距離用のアンテナがインピーダンスをチップおよびループと整合
させるようにする。通常、遠距離用のアンテナの長さを変更し、例えば短縮し、それが貼
り付けられる品物にアンテナを適切に同調させる。しかし、近距離用のＲＦＩＤタグおよ
び遠距離用のアンテナの統合により、特定の品物に対して遠距離用のアンテナを同調させ
るように変更する際、サプライヤは、異なる製品用の異なる統合されたＲＦＩＤタグを必
要とする。したがって、ある実施形態において、近距離用のタグおよび遠距離用のアンテ
ナの設計は、互いを考慮に入れる必要がある。この場合も、これによってサプライヤは、
様々な製品に適したいくつかの異なる統合されたＲＦＩＤタグを蓄える必要がある。
【００２２】
　図４Ａを簡単に参照すると、品物に貼り付けるべきＲＦＩＤタグ４０２を作成する従来
の製造プロセスが示されている。ＲＦＩＤタグ４０２を、まず、上述したように、近距離
用のＲＦＩＤタグ４０４と遠距離用のアンテナ４０６との統合として設計する（例えば、
近距離ループおよび遠距離用のアンテナを基板の上にプリントまたはエッチングし、およ
び集積回路をその上に配置する）。近距離用のＲＦＩＤタグ４０４および遠距離用のアン
テナ４０６の設計は、互いについて、およびタグを最終的に貼付する品物４０８の誘電特
性について考慮に入れる必要がある。ＲＦＩＤタグ４０２の設計がいったん完了すると、
ＲＦＩＤタグは、サプライヤによって、またはサプライヤのために製造され、次いで品物
４０８に貼り付けられる。ある場合、ＲＦＩＤタグ４０２は、接着ステッカーまたは他の
ラベルの上側にあり、品物に貼り付けられる。他の場合、ＲＦＩＤタグ４０２を、品物４
０８の製造中に、品物またはそのパッケージに統合する。これらの場合、品物の製造の環
境が劣悪であるために（例えば、プリント、熱、高速などのため）、ＲＦＩＤタグ４０２
に損害を与えることがよくある。これによって、ＲＦＩＤタグが許容可能な読取率で動作
することを、サプライヤまたはベンダーが保証することがより難しくなる。最後に、ＲＦ
ＩＤタグ４０２をいったん品物４０８に追加または貼付すると、結果としてタグ付けされ
た品物４１０が得られる。
【００２３】
　上記の問題および／または他の問題のうちの１つまたは複数の解決策として、ある実施
形態において、近距離用のＲＦＩＤタグの構成要素の製造および設計は、遠距離用のアン
テナの製造および設計から分離されており、または独立している。ある実施形態において
、その目的は、近距離用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナを同じ基板上に含む、
完全に統合され、かつパッケージされたＲＦＩＤタグを設計することではない。いくつか
の実施形態において、ユニバーサルタグは、簡単な予め製造された近距離専用のＲＦＩＤ
タグ、および遠距離用のアンテナとして機能する個別の独立して設計された導体素子のみ
を使用して設計することができる。２つの構成要素の設計は別々であるので、ある実施形
態において、同じ近距離専用のＲＦＩＤタグを、タグ付けするすべての品物または製品に
使用することができる。ある品物または製品によってもたらされる様々な度合いの離調効
果を考慮に入れるために、導体素子のみを特に設計する必要がある。例えば、単純なワイ
ヤーの形の導体素子の場合、ワイヤーの長さを短くし、遠距離用のアンテナのインピーダ
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ンスを、集積回路に一致させることができる。
【００２４】
　図２Ａは、従来から知られている基板２０６に形成される集積回路２０４（またはチッ
プ２０４）、ループ２０２、およびタグアンテナ２０３（遠距離用のアンテナ）を含む予
め製造されている簡単なＲＦＩＤタグ２０１を示す。一実施例では、ＲＦＩＤタグ２０１
は、Ｉｍｐｉｎｊ．Ｉｎｃから市販されているＩｍｐｉｎｊ（登録商標）Ｐａｐｅｒ　Ｃ
ｈｉｐ（商標）である。ＲＦＩＤタグ２０１は、近距離および遠距離用のＲＦＩＤタグと
して機能し、すなわち、近距離および遠距離の両方で機能し、近距離および遠距離の両方
から読み取ることができる。
【００２５】
　図２Ｂは、いくつかの実施形態による、基板２０６に形成された集積回路２０４（また
はチップ２０４）およびループ２０２を含み、しかしタグアンテナ２０３はない近距離専
用のＲＦＩＤタグ２００を示す。一実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００
を、図２Ａのデバイスのタグアンテナ２０３を取り外すことによって形成することができ
る。別の実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグを、タグアンテナ２０３を含めぬ
ように予め製造することができる。いくつかの実施形態によれば、近距離専用のＲＦＩＤ
タグ２００は、遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能しない、すなわち、それだけで、遠距
離においてタグ読取機１０６によって読み取ることができない。好ましい実施形態におい
て、ループ２０２を、電磁的および／または電気的にそれに結合される遠距離用のアンテ
ナと共に使用するのに適するように設計し、形成し、および／または構成する。これは、
近距離でのみの使用に設計された、既知の予め製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグ
とは対照的である。例えば、Ｉｍｐｉｎｊ（登録商標）Ｂｕｔｔｏｎ（商標）は、円形ル
ープを備えるチップを有する近距離専用のタグであり、遠距離用のアンテナと共に使用さ
れるようには設計されていない。したがって、このデバイスを、遠距離用のアンテナとの
効率的な結合のために設計しない。ある実施形態では、ループ２０２を、タグアンテナ２
０３または遠距離用のアンテナ無しに、しかし以下でより詳しく説明するように、別々の
製造プロセスで、個別のタグアンテナまたは遠距離用のアンテナに後で結合されるように
設計する。ある実施形態では、ループを、タグアンテナへの磁気結合から電流の生成を助
ける２つの長辺を有する、概ね長方形に設計する。
【００２６】
　近距離専用のタグ２００を、例えば、１２５～１３４ｋＨｚの低周波（ＬＦ）、１３．
５６ＭＨｚの高周波（ＨＦ）、８６０～９６０ＭＨｚの極超短波（ＵＨＦ）、２．４およ
び５．８ＧＨｚのマイクロ周波数など、様々な周波数で動作する読取機アンテナにより動
作するように設計することができることを理解されたい。
【００２７】
　図２Ｃは、別の実施形態による遠距離用のアンテナとの静電結合を可能にするために基
板２０６に形成された集積回路２０４（またはチップ２０４）、ループ２０２、ならびに
導線２０８および２１０を含む近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５の図である。動作中、導
線２０８および２１０のそれぞれは、それ自体と遠距離用またはタグアンテナとの間に形
成されるコンデンサの第１の電極として機能することができ、遠距離用のアンテナの一部
分は、コンデンサの第２の電極を形成する。タグ読取機１０６からの電磁エネルギーによ
って、（特に端部における）遠距離用のアンテナ上の電圧が振動して、電荷が蓄積する。
これは、タグ２０５の各長辺において振動電位差を作り出し、これによって電流は、ルー
プ２０２の周りを流れる。この電流の流れによって、チップ２０４は動作することができ
、次いで、タグ２０５に静電的に結合された遠距離用のアンテナは、符号化された後方散
乱される信号を、タグ読取機１０６に送信することができる。
【００２８】
　一実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５を、予め製造することができる
。いくつかの実施形態によれば、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５は、遠距離用のＲＦＩ
Ｄタグとして機能しない、すなわち、それだけで、遠距離においてタグ読取機１０６によ
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って読み取ることができない。好ましい実施形態において、ループ２０２を、それに静電
的に結合される遠距離用のアンテナと共に使用するのに適するように設計し、形成し、お
よび／または構成する。ある場合、導線２０８および２１０の幅または太さを、遠距離用
のアンテナと確実に上手く静電結合するように設計する。これもまた、近距離でのみ使用
されるように設計される、既知の予め製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグとは対照
的である。例えば、Ｉｍｐｉｎｊ（登録商標）Ｂｕｔｔｏｎ（商標）は、円形ループを備
えるチップを有する近距離専用のタグである。ある実施形態では、ループ２０２を、タグ
アンテナ２０３または遠距離用のアンテナ無しで設計しているが、以下でより詳しく説明
するように、別々の製造プロセスで、個別のタグアンテナまたは遠距離用のアンテナに後
に結合する。ある実施形態では、ループを、遠距離用のアンテナとの静電結合を介して、
ループ２０２において移動する電流の生成を助ける細長い導線２０８および２１０に対応
する２つの長辺を有する、概ね長方形に設計する。
【００２９】
　次に図３Ａを参照すると、分離された近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用
のアンテナ３０２が近接して配置されていることの簡単な図が示されている。位置が近接
しているために、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、一実施形態によれば、近距離専用
のＲＦＩＤタグ２００と遠距離用のアンテナ３０２との組み合わせが遠距離タグとして機
能するように、例えば、組み合わせが近距離および遠距離の両方で動作するように、遠距
離用のアンテナ３０２に磁気的に結合する。すなわち、遠距離用のアンテナ３０２を近距
離専用のＲＦＩＤタグ２００に磁気的にまたは誘導的に結合しているとき、デバイスは、
遠距離のＲＦＩＤ読取機から可視となる。ある実施形態では、遠距離用のアンテナ３０２
の中心を、近距離ループ２０２の中心に揃えることが望ましい。遠距離用のアンテナ３０
２は、導体素子の一実施例であり、総称して導体素子と呼ぶことができることに留意され
たい。示した実施形態では、遠距離用のアンテナ３０２は、簡単なメタリックワイヤーの
形をとる。すなわち、遠距離用のアンテナ３０２を、近距離専用のタグ２００の基板上に
プリントまたはエッチングしない。近距離用のタグと遠距離用のアンテナとの磁気結合に
よって、機能する近距離および遠距離用のＲＦＩＤタグをもたらすことが知られているが
、以前の試行と対照的に、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３
０２を、インレーまたは基板パッケージに統合しない。以下でさらに詳しく説明するよう
に、近接専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナを磁気的に結合するように、近接
して配置するためのいくつかの結合構造を提供する。例えば、ある実施形態では、遠距離
用のアンテナ３０２の一部が、近距離専用のＲＦＩＤタグのループ２０２の一部に接触し
ている（電気的および磁気的に結合されている）または間をあけて近接している（磁気的
または静電的に結合されている）とき、近距離専用のＲＦＩＤタグと遠距離用のアンテナ
とは、近接して結合される（またはその間に明確な近接関係が存在する）。
【００３０】
　ある実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、タグ付けされる品物の誘
電特性を考慮することなく大量生産し、遠距離用のアンテナを、タグ付けされる品物に実
質的に同調する。これは、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３
０２の製造を分離する。一実施形態において、異なる品物について遠距離用のアンテナ３
０２の設計（例えば長さ）のみが変わるので、ベンダーは、タグ付けされるすべての品物
について大量の近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を購入することができ、これによってス
ケールメリットがもたらされる。さらに、既知の統合された近距離用のＲＦＩＤタグおよ
び遠距離用のアンテナの設計に関連して、遠距離用のアンテナを、従来技術で行われたよ
うに、また使用される配線によって、プリントまたはエッチングしないので、ＲＦＩＤイ
ンレーのためにエッチングまたはプリントすべき金属が足りない場合があり、これは、サ
プライヤがタグ付けを実施する全体的なコストを低減することになる。ある場合、遠距離
用のアンテナを、金属などの導体材料を有する製品ラベルのプリントに統合するとき、遠
距離用のアンテナを加える際の追加のコストはあまりないことになる。
【００３１】
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　遠距離用のアンテナ３０２を、ある長さにカットされるワイヤーの１つのセクションに
より実装することができる。したがって、ベンダーは、遠距離用のアンテナ３０２として
使用される配線のスプールを購入し、使用中の周波数に同調されるように、および、タグ
付けされる特定の品物のために同調するように、適切な長さにカットすることができる。
ある品物の場合、遠距離用のアンテナを、使用中の無線周波数に同調するが、追加の同調
は、品物の誘電特性を考慮に入れることは必要ない場合があることに留意されたい。した
がって、遠距離用のアンテナの特定の長さまたは構成を、品物の誘電特性を考慮に入れる
ために遠距離用のアンテナをさらに同調させる必要性を気遣うことなく、使用される品物
の寸法および周波数に基づいて選択することができる。一実施形態において、ワイヤーを
次いで、ワイヤー長の中心が近距離ループの中心に揃えられる場所に配置する。さらに、
ある実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２および近距離専用のＲＦＩＤタグ２０
０の極性を揃える必要がある。さらに、それらを基板設計において統合しないので、近距
離専用のＲＦＩＤタグ２００の設計は、遠距離用のアンテナ３０２の設計を考慮に入れる
必要がない。遠距離用のアンテナ３０２を品物に同調するこうした分離された近距離専用
のＲＦＩＤタグが、従来の統合された近距離用のタグおよび遠距離用のアンテナの手法と
同様にまたはよりよく機能することがわかっている。
【００３２】
　インレー・サプライヤは、小さい近距離専用のタグの大規模な生産工程を実施し、スケ
ールメリットによるコストの低減を得る。タグは、はるかに小さく、金属をあまり使用し
ないので、材料費が低減する。ある実施形態において、製造業者は、同じプロセスを使用
して、すべての品物にタグ付けして、実行費を低減する。一実施例として、製造業者は、
１つの近距離専用のＲＦＩＤタグ２００およびワイヤーのスプール（遠距離用のアンテナ
として機能する導体素子に使用される）を在庫に入れて、適切なタグが在庫切れであるこ
とによる生産の遅延のコストを低減する。近距離および遠距離タグ全体を品物に同調し、
サプライチェーンにおける多くの読み取りポイントを通って良好に機能し、在庫の誤りの
コストを低減する。この場合も、ある品物と共に使用するために、ある実施形態において
、誘電特性を考慮に入れるための追加の同調は必要ない。
【００３３】
　両方が遠距離タグとして機能するようにするための、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００
と遠距離用のアンテナ３０２との間の磁気結合について、ある実施形態において、近距離
専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２を、近距離で維持し、しかし
電気的に結合しないようにする必要がある。例えば、それらを互いに近接して結合する、
またはその間の明確な近接関係が存在する。一実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤ
タグ２００および遠距離用のアンテナ３０２を、１／４インチ（０．６４ｃｍ）以下また
は１／８インチ（０．３２ｃｍ）以下、または他の場合、１／１６インチ（０．１６ｃｍ
）以下の分離距離に維持するものとする。多くの実施形態では、分離距離は、１／１６イ
ンチ（０．１６ｃｍ）よりかなり短い。ある実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタ
グと遠距離用のアンテナとの間に空隙を維持し、他の実施形態において、電気結合および
／または美的配慮を防ぐために、絶縁体または非電気的な導体材料をその間に配置する。
別の実施形態では、遠距離用のアンテナ３０２は、近距離専用のタグ２００、近距離用の
タグの集積回路２０４、またはループ２０２のうちの１つまたは複数と物理的または電気
的に接続することができる。こうした場合、遠距離用のアンテナ３０２および近距離専用
のタグ２００を、電気的に結合し、さらに磁気的に結合する。これは、遠距離用のアンテ
ナ３０２と近距離専用のＲＦＩＤタグが互いに近接して、またはその間に明確な近接関係
が存在する状態で結合される別の実施例である。
【００３４】
　多くの実施形態では、遠距離用のアンテナ３０２を、簡単なワイヤーとして実装するが
、遠距離用のアンテナは、任意の導体素子とすることができ、多くの異なるジオメトリを
有していてもよいことを理解されたい。例えば、遠距離用のアンテナを、電気的な導体材
料の平らでまっすぐな細片または細長いシートとして実装することができる。ある実施形
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態では、遠距離用のアンテナを品物の表面またはそのパッケージ／ラベルにプリントする
ことができる。他の実施形態では、遠距離用のアンテナを、品物のパッケージの金属性ま
たは導電性のライニングなど、品物のパッケージの一部から形成することができる。他の
実施形態において、遠距離用のアンテナを、例えば、品物上または品物のラベルの一部に
形成される導電性のインクまたはフォイルスタンプなど、外部ラベルから形成したり、そ
こに実装したり、品物にプリントしたりすることができる。さらなるバリエーションは、
遠距離用のアンテナを、図示したようにまっすぐである必要はなく、異なる形状または構
成に形成し、曲げ、または丸めすることができる。しかし、遠距離用のアンテナを設計し
、遠距離用のアンテナをタグ付けされる特定の品物に同調させるように調整可能でなけれ
ばならない。しかし、ある品物は、品物の誘電特性を考慮に入れるために追加の同調を必
要としない。遠距離用のアンテナのみを変更できるようにすることによって、ある実施形
態において、同一の予め製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグを使用して、すべての
ＲＦＩＤタグを作ることができる。
【００３５】
　さらなる実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテ
ナ３０２を（直接電気的に接触しているかどうかにかかわらず）磁気結合するように配置
するために結合構造を提供し、例えば図３Ｂに示されるものなど、磁気結合の解除を可能
にするように設計する。すなわち、包括的な意味で、近距離専用のＲＦＩＤタグと遠距離
用のアンテナとの間の近接関係の解除を可能にする結合構造を提供する。言い換えれば、
遠距離用のアンテナおよび近距離専用のＲＦＩＤタグを、近接して分離する。例えば、結
合構造（図示せず）を、（直接接触しているかどうかにかかわらず）もはや磁気的に結合
しないように、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２の一方
または両方の取り外しを可能にする。これによって、遠距離ではなく近距離でのみ読み取
ることができる近距離専用のＲＦＩＤタグへの、遠距離用のＲＦＩＤタグの変換がもたら
される。すなわち、ＲＦＩＤデバイスは、もはや遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能しな
い。ある実施形態において、結合構造は、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００と遠距離用の
アンテナ３０２との間の分離を維持することを助けることができる。
【００３６】
　さらにもっと別の実施形態において、図３Ｃに示すように、結合構造（図示せず）を、
一実施形態によれば、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２
の再配置によって互いに近接できるように設計し、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００およ
び遠距離用のアンテナ３０２が、近距離および遠距離用のＲＦＩＤタグとして再度機能す
るように、その間に磁気的な再結合をもたらす。したがって、遠距離用のアンテナ３０２
と、以前取り外した近距離専用のＲＦＩＤタグ２００との間の近接関係を、再度確立する
ことができる。例えば、結合構造は、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用の
アンテナ３０２の一方または両方を再配置し、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用
のアンテナの両方を（電気的に再結合されるかどうかにかかわらず）再度磁気的に結合す
ることができる。これによって、近距離および遠距離用のＲＦＩＤタグへの、近距離専用
のＲＦＩＤタグの変換をもたらす。ある実施形態において、同じ構成要素を再度配置する
代わりに、遠距離用のアンテナの代替品および／または近距離専用のＲＦＩＤタグの代替
品を使用できることに留意されたい。結合構造の例には、品物自体またはそのパッケージ
またはラベルの部分、絶縁性のまたは非電気的な導電性のセパレータ、取り外し可能なス
テッカーまたはラベルなどがある。こうした結合構造のこれ以上の詳細について、以下で
より詳しく説明する。
【００３７】
　ある実施形態において、近距離用のＲＦＩＤタグに、他の非伝統的な設計を使用できる
ことに留意されたい。例えば、一代替において、従来の近距離用のタグの代わりに、チッ
プ無しの近距離用のＲＦＩＤタグを使用する。
【００３８】
　次に図３Ｄから図３Ｆを参照すると、図３Ａ～図３Ｃのものに似ており、一実施形態に
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従って、例えば図２Ｃに示した分離された近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５および遠距離
用のアンテナ３０２を、静電結合により、近接して取り外し可能に結合することを示す図
を示す。図３Ｄは、静電結合を示し、図３Ｅは、静電結合の動的な取り外しを示し、図３
Ｆは、静電結合を再度確立する機能を示す。
【００３９】
　一般に、図３Ｄ～３Ｆの実施形態は、同様に動作し、図３Ａ～図３Ｃに関連して説明し
たものと類似の利点およびメリットを有するが、近接結合は、静電結合の形である。した
がって、図３Ａ～図３Ｃに関連した詳細な説明の多くは繰り返さず、静電結合の性質に注
目する。
【００４０】
　静電結合に影響を与えるために、一実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０
５を、遠距離用のアンテナ３０２の端部３０４に、間隔をあけた関係で結合する。示した
実施形態において、端部３０４は、遠距離用のアンテナ３０２の大部分に対して屈曲して
いるが、これは必須ではない。動作中、端部３０４における電圧は、タグ読取機１０６か
ら受信された電磁エネルギーのために振動する。ある実施形態において、端部３０４およ
び近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５の導線２０８は、コンデンサの２つの電極を形成する
。電圧が端部３０４で振動して、電荷が蓄積するので、これは、タグ２０５の長辺におい
て振動電位差を作り出し、これによって電流は、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５のルー
プの周りを流れる。この電流の流れによって、チップは動作することができ、次いで、タ
グ２０５に静電的に結合された遠距離用のアンテナ３０２は、符号化された後方散乱され
た信号を、タグ読取機１０６に送信することができる。
【００４１】
　遠距離用のアンテナ３０２の端部３０４を、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５に静電的
に結合するとき、デバイスは、遠距離ＲＦＩＤ読取機から可視となる。ある実施形態では
、遠距離用のアンテナ３０２の一端を、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５の（コンデンサ
電極を形成するように構成された）導線に揃えることが望ましい。図３Ｄは、遠距離用の
アンテナ３０２の一部が、近距離専用のＲＦＩＤタグのループの一部に間をあけ、かつ近
接している（静電的に結合されている）とき、近距離専用のＲＦＩＤタグと遠距離用のア
ンテナとを近接して結合する、またはその間に明確な近接関係が存在する別の実施例を提
供する。
【００４２】
　次に図４Ｂ、図４Ｃ、および図４Ｄを参照すると、いくつかの実施形態による、近距離
専用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナの製造を分離する製造プロセスの簡略化さ
れた図を示す。
【００４３】
　図４Ａに示されるものとは対照的に、まず、図４Ｂの実施形態を参照すると、別々の製
造プロセスとして、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００（または２０５）および品物４０８
を、遠距離用のアンテナ３０２無しに結合する。例えば、標準の予め製造されている近距
離専用のＲＦＩＤタグ２００を、品物４０８の表面の、品物の所望の位置または所望の面
に結合する。ある場合、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、品物の内面またはそのパッ
ケージに実装する。他の場合、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、例えば、一実施例と
して、材料層の間、段ボール箱のパッケージの層の間など、品物またはそのパッケージ内
に実装する。多くの他の実施例があり得ることに留意されたい。この時点で、統合された
ユニット４１２は、品物４０８および近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を含む。一実施形
態において、ユニット４１２を、遠距離用のアンテナ３０２を受信するように構成された
位置または構造を含むように設計する。一形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０
０に近い所望の位置に搭載位置を設け、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００と遠距離用のア
ンテナ３０２とを互いに近接して結合する、または明確な近接関係がその間に存在するよ
うにする。本明細書で使用する際、近接という用語は、互いに極めて接近するまたは近い
２つの構成要素を指し、２つの構成要素間の物理的な接触または接続をカバーすることが
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できる。次に、別々の製造プロセスとして、品物４０８の性質に応じて、品物４０８に同
調される遠距離用のアンテナ３０２を、ユニット４１２に追加し、タグ付けされた品物４
１４を得る。通常、遠距離用のアンテナを、このステップの前に設計し、品物４０８に同
調する。例えば、近距離専用のタグおよび遠距離用のアンテナを使用して、試行錯誤を通
じて、遠距離用のアンテナを、特定の品物の誘電特性に同調させることができる。ある実
施形態において、例えば、品物が単に段ボール箱である場合、品物の誘電特性を考慮に入
れるために、遠距離用のアンテナ３０２をさらに同調させる必要はないことに留意された
い。ある実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２を、ステッカーとして、近距離専
用のＲＦＩＤタグ２００に近接するユニット４１２の外面に貼り付け、遠距離用のアンテ
ナ３０２を、目的通り近距離専用のＲＦＩＤタグ２００に揃えて、適切な近接結合（電気
的、磁気的、または静電的）を確実にするようにする。一実施形態において、近距離専用
のＲＦＩＤタグ２００と遠距離用のアンテナ３０２とを結合する結合構造を、近距離専用
のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２の一方、およびその間の近接関係
がタグ付けされた品物４１４から取り外し、図３Ｂまたは図３Ｅの図をもたらすことがで
きるように設計する。ある実施形態において、タグ付けされた品物４１４の組み立てを、
例えば図４Ｅに示されるように、品物４０８の製造業者および／または包装業者によって
行う。
【００４４】
　図４Ｃは、別々の製造プロセスとして、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００（または２０
５）無しに遠距離用のアンテナ３０２と品物４０８とを結合する代替的実施形態を示して
おり、ここでは、事前の製造プロセスにおいて、遠距離用のアンテナをすでに品物４０８
に同調している（品物４０８について同調が必要な場合）。例えば、遠距離用のアンテナ
３０２を、品物４０８の表面の、品物の所望の位置または所望の面に結合する。ある場合
、遠距離用のアンテナ３０２を、品物の内面またはそのパッケージに実装する。他の場合
、遠距離用のアンテナ３０２を、例えば、一例として、材料層の間、段ボール箱のパッケ
ージの層の間など、品物またはそのパッケージ内に実装する。ある形態において、遠距離
用のアンテナ３０２を、導電性インクまたはフォイルスタンプなど、品物またはそのパッ
ケージの導体材料形成部分の一部として、またはその一部から実装する。例えば、一実施
形態において、遠距離用のアンテナ３０２を、導電性ラベルの一部から形成する。多くの
他の例があり得ることを理解されたい。この時点で、統合されたユニット４１６は、品物
４０８および遠距離用のアンテナ３０２を含むが、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００は含
まない。一実施形態において、ユニット４１６を、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を受
信するように構成された位置または他の結合構造を含むように設計する。一形態において
、搭載位置を、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２を互い
に近接して結合するように、または近接関係をその間に確立するように、遠距離用のアン
テナ３０２に近接した所望の位置に設ける。次に、別々の製造プロセスとして、近距離専
用のＲＦＩＤタグ２００を、ユニット４１６に追加または貼付して、タグ付けされた品物
４１８を得る。ある実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、目的通り遠
距離用のアンテナ３０２に揃えて、適切な近接結合（電気的、磁気的、または静電的）を
確実にするように、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、ステッカーとして、遠距離用の
アンテナ３０２に近接するユニット４１６の外面に貼り付ける。一実施形態において、近
距離専用のＲＦＩＤタグ２００と遠距離用のアンテナ３０２とを結合する結合構造を、近
距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２の一方、およびその間の
近接関係がタグ付けされた品物４１８から取り外し、図３Ｂまたは図３Ｅの図をもたらす
ことができるように設計する。ある実施形態において、タグ付けされた品物４１８の組み
立てを、例えば図４Ｅに示されるように、品物４０８の製造業者および／または包装業者
によって行う。
【００４５】
　図４Ｄは、さらなる製造プロセスを示しており、ここにおいて、近距離専用のＲＦＩＤ
タグ２００（または２０５）および遠距離用のアンテナ３０２を、個別にかつ個々に設計
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するが、これらを、品物４０８に近接して結合される前にユニット４２０として一緒にパ
ッケージする。しかし、図４Ａに示されるものとは対照的に、近距離専用のＲＦＩＤタグ
２００および遠距離用のアンテナ３０２を、個々に設計し、同じ製造プロセスに、および
／または同じ基板には統合しない。いくつかの実施形態において、電気結合無しに磁気ま
たは静電結合を確実にするために、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のア
ンテナ３０２を近接して維持するために、結合構造を提供し、別の実施形態において、近
距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２を、電気接続し、磁気的
に結合する。こうした結合構造は、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のア
ンテナ３０２を統合せず、したがって近距離用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナ
を近距離および遠距離タグとして基板に統合する従来の既知のすべての試行のように、一
方の設計が他方の設計を指示することは、少なくとも部分的にはない。例えば、一実施形
態において、予め製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、ステッカーまたは
他の結合構造の下面に貼り付け、次いで、（追加の誘電同調が必要な範囲で）品物４０８
に同調するように予め設計された遠距離用のアンテナ３０２もステッカーの下面（または
上面または他の面）に貼り付ける。この組み合わせユニット４２０は、結合構造、近距離
専用のＲＦＩＤタグ２００、および遠距離用のアンテナ３０２を含み、次いで品物４０８
に貼り付けられて、タグ付けされた品物４２２を得る。一実施形態において、ユニット４
２０を、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２のうちの一方
、およびその間の近接の関係がタユニット４２０から取り外し、図３Ｂまたは図３Ｆの図
をもたらすことができるように設計する。ある実施形態において、タグ付けされた品物４
１８の組み立てを、図４Ｅに示されるように、品物４０８の製造業者および／または包装
業者によって行う。
【００４６】
　近距離用のＲＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナの独立した設計および製造を可能に
することによって、少なくともタグ付けされる品物の誘電特性を考慮に入れるように設計
することに関して、それぞれの設計を、もう一方に関係なく最適化することができること
に留意されたい。ある実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグを、少なくとも、近
距離専用のＲＦＩＤの近距離ループが遠距離用のアンテナに効率的に結合することができ
るように設計する。これによって、近距離用のタグおよび遠距離用のアンテナを１つの基
板パッケージに統合し、統合のレベルにより、両方の構成要素のデバイスに、妥協させる
可能性がある従来の手法とは対照的に、両方の長所を持つデバイスとすることができる。
【００４７】
　タグ付けされる品物４０８は、一般に、任意の生物または非生物、パッケージ、材料、
構造体、動物、植物、人などとすることができることにさらに留意されたい。商業用の製
造、配送、小売り環境において、品物４０８は、製品、物、ラベル、製品ラベル、製品パ
ッケージ、カートン、コンテナ、パレットなどの一部または全部とすることができる。タ
グ付けされる可能性がある品物のこれらのリスト例は、一実施例として提供されているの
であり、１つまたは複数の実施形態によって、タグ付けすることができるすべての品物の
網羅的なリストではないことを理解されたい。ある実施形態によれば、タグ付けされる品
物４０８は、個々の品物、または商業的な状況において売り物として提示される個々の品
物のパッケージである。
【００４８】
　次に図４Ｅを参照すると、いくつかの実施形態による分離された製造プロセスの図を示
す。最初に、近距離専用のＲＦＩＤタグ４５０（例えば、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０
０、２０５）を、ＲＦＩＤタグの製造業者から取得する。近距離専用のＲＦＩＤタグ４５
０は、大量生産され、品物に中性である。すなわち、近距離専用のＲＦＩＤタグ４５０を
、タグ付けされる任意の特定の商品の誘電特性を考慮に入れるように設計していない。上
記と同様に、近距離専用のＲＦＩＤタグ４５０は、タグまたは遠距離用のアンテナを含ま
ず、したがって、動作中の読取機波長の近距離においてのみ読み取り可能である。近距離
専用のＲＦＩＤタグ４５０は、特定の品物のために同調したり、そうでなければ特定の品
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物を考慮に入れる必要はないため、近距離専用のＲＦＩＤタグ４５０のコストを最低限に
抑えることができる。例えば、近距離専用のＲＦＩＤタグ４５０ではあまり金属を使用し
ない。さらに、ＲＦＩＤタグの製造業者は、タグ付けされるすべての品物について大量に
生産される近距離専用のＲＦＩＤタグ４５０の１つのバージョンを製造するだけでよく、
品物の製造業者は、それを取得するだけでよい。
【００４９】
　品物の製造業者は、近距離専用のＲＦＩＤタグ４５０を取得し、それを、（同調が必要
な範囲で）タグ付けされる特定の品物４５４に同調される遠距離用のアンテナ４５２（総
称して導体素子）と共に使用して、タグ付けされた品物４５６を生成する。遠距離用のア
ンテナ４５２を、品物の製造業者によって設計し、パッケージの設計の一部として実装す
る場合が多いのえ、全ＲＦＩＤタグのコストを低減することができ、商業上の小売り環境
における品物レベルのタグ付けが達成可能である。遠距離用のアンテナ４５２を品物に同
調させることによって、品物の製造業者は、製造業者ベンダーの小売店や顧客によって要
求される許容可能な読み取り要件内のタグ付けされた品物を作ることができる。最終的な
品物に実装されると、ＲＦＩＤタグの性能に、ＲＦＩＤタグの製造業者が理解できる立場
にないような大幅なばらつきがあることがわかった。したがって、ある実施形態において
、同調機能の位置を、タグの最終的な使用目的を理解し、かつ知るのに最適な位置にある
エンティティに提供する。さらに、図５～図１６に示すように、遠距離用のアンテナ４５
２の設計を、品物またはそのパッケージと共に開発することができる。製造コストの効率
化および読み取り率の向上をもたらすことができる方法で、近距離用のＲＦＩＤタグ機能
および遠距離用のアンテナ機能の製造および設計を切り離すいくつかの実施形態。
【００５０】
　次に図５を参照すると、一実施形態による品物の部分５０２に貼付される分離された近
距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２の一実装形態の断面図を
示す。あるいは、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５、４０５、または他の近距離専用のＲ
ＦＩＤタグを使用することができる。品物の部分５０２は、品物自体または品物のパッケ
ージとすることができる。図において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、ステッカー
または他の構造として組み込むことができる結合器５０６により部分５０２の内面５０４
に結合する。遠距離用のアンテナ３０２を、品物の部分５０２の外面５０８に結合される
ものとして示す。一実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２を、結合器５１０、５
１２により部分５０２に結合する。ある実施形態において、結合器５０６、５１０、およ
び５１２のうちの１つまたは複数は、遠距離用のアンテナおよび近距離専用のＲＦＩＤタ
グの電気結合を防ぐために絶縁性でなければならないことに留意されたい。他の実施形態
では、遠距離用のアンテナ３０２および近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を、電気的に接
続し、磁気的に結合することができる。一実施形態において、結合器５１０、５１２は、
ステッカーの形をとる。したがって、遠距離用のアンテナ３０２と近距離専用のＲＦＩＤ
タグ２００とを品物に近接して結合して、その間の磁気結合（または近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグ２０５の場合、静電結合）を確実にするために、結合構造を提供する。代替的実施
形態において、結合構造は、遠距離用のアンテナ３０２と近距離専用のＲＦＩＤタグ２０
０との間の空隙の分離を提供する。部分５０２を、例えば、約１／４インチ（０．６４ｃ
ｍ）未満、約１／８インチ（０．３２ｃｍ）未満、または約１／１６インチ（０．１６ｃ
ｍ）未満など、近接結合を可能にするための厚さを有するように選択する。あるいは、一
実施形態において、結合器５１０および５１２の一方または両方は必要なく、遠距離用の
アンテナ３０２を、面５０８を対象に貼り付け、またはプリントする。この場合、面５０
８および部分５０２は、遠距離用のアンテナおよび近距離専用のＲＦＩＤタグを近接して
維持して電気、磁気、および／または静電結合するための結合構造になる。示した実施形
態において、結合器５１２は、ＲＦＩＤタグの使用に応じて遠距離用のアンテナ３０２を
後で取り外すことができるように、結合器５１０から取り外し可能である。例えば、ユー
ザは、タブ５１４を引っ張り、結合器５１２および遠距離用のアンテナ３０２を、結合器
５１０および部分５０２から取り外すことができる。結合器５１２を取り外すことによっ
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て、遠距離用のアンテナを、近距離専用のＲＦＩＤタグから磁気的に分離し、残りのＲＦ
ＩＤタグ付きの品物が、近距離用のタグとしてのみ機能するようになる。すなわち、遠距
離用のアンテナと近距離専用のＲＦＩＤタグとの間の近接関係を解除する。結合器５１０
は、他の実施形態において、存在していなくてもよく、または接着剤の層とすることがで
きることに留意されたい。別の代替において、結合器５１２は、単に、例えばプラスチッ
クや紙（好ましくは絶縁材）の包装など、遠距離用のアンテナをそれに貼付し、しかしプ
ラスチック包装が取り除かれるときに取り外し可能である、外装包装の形をとることがで
きる。
【００５１】
　次に図６を参照すると、一実施形態による品物の部分６０２に貼付される分離された近
距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２の別の実装形態の断面図
を示す。別の実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５、４０５、または他の
近距離専用のＲＦＩＤタグを使用することができる。品物の部分６０２は、品物自体また
は品物のパッケージの一部分とすることができる。図において、近距離専用のＲＦＩＤタ
グ２００を、ステッカーまたは他の絶縁構造として組み込むことができる結合器６０４に
より、例えば、段ボール構造の層の間など、部分６０２の層内に組み込む。遠距離用のア
ンテナ３０２を、結合器６０８により、品物の部分６０２の外面６０６に直接結合される
ものとして示す。一実施形態において、結合器６０８は、ステッカーの形をとる。したが
って、ある実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２と近距離専用のＲＦＩＤタグ２
００とを品物の部分６０２に近接して結合して、電気的な結合無しにその間の磁気結合（
または近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５の場合、静電結合）を確実にするために、結合構
造を提供する。部分６０２を、例えば約１／４インチ（０．６４ｃｍ）未満、約１／８イ
ンチ（０．３２ｃｍ）未満、または約１／１６インチ（０．１６ｃｍ）未満など、磁気結
合または誘導結合に必要な近接結合を可能にするための厚さを有するように選択する。こ
の場合も、ある実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２および近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグ２００を、電気的および磁気的に結合する。代替的実施形態において、結合構造は
、遠距離用のアンテナ３０２と近距離専用のＲＦＩＤタグ２００との間の空隙の分離を提
供する。あるいは、一実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２を、結合器６０８が
必要ないように外面６０６に接着またはプリントする。この場合、外面６０６および部分
６０２は、遠距離用のアンテナおよび近距離専用のＲＦＩＤタグを近接して維持して電気
、磁気、および／または静電結合するための結合構造になる。特に示してはいないが、あ
る実施形態において、結合器６０８および遠距離用のアンテナ３０２を、ＲＦＩＤタグの
使用に応じて遠距離用のアンテナ３０２を後で取り外すことができるように、部分６０２
から取り外せるように構成することができる。例えば、ユーザは、タブを引っ張り、結合
器６０９および遠距離用のアンテナ３０２を取り外すことができる。この取り外しによっ
て、遠距離用のアンテナを近距離専用のＲＦＩＤタグから磁気的に分離し、残りのＲＦＩ
Ｄタグ付きの品物が近距離用のタグとしてのみ機能し、もはや遠距離タグとして機能しな
いようになる。すなわち、遠距離用のアンテナと近距離専用のＲＦＩＤタグとの間の近接
関係（電気、磁気、および／または静電）を解除する。ある代替において、結合器６０８
は、単に、例えばプラスチック包装、収縮包装、または紙包装など、遠距離用のアンテナ
をそれに貼付し、しかし包装が取り除かれるときに取り外し可能である、外装包装の形を
とることができる。
【００５２】
　図７は、一実施形態による品物の部分７０２に貼付される分離された近距離専用のＲＦ
ＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２の別の実装形態を示す断面図である。別
の実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５、４０５、または他の近距離専用
のＲＦＩＤタグを使用することができる。品物の部分７０２は、品物自体または品物のパ
ッケージの一部分とすることができる。図において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を
、ステッカーまたは他の構造として組み込むことができる結合器５０６により部分７０２
の外面７０４に結合する。遠距離用のアンテナ３０２を、例えば内面７０６にプリントす
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る、または形成する、そうでなければ接着するなど、品物の部分７０２の内面７０６に結
合するものとして示す。代替実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２を、ステッカ
ーまたは他の構造など、結合器により内面７０６に結合する。したがって、ある実施形態
において、遠距離用のアンテナ３０２と近距離専用のＲＦＩＤタグ２００とを品物に近接
して結合して、その間の磁気結合（または近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５の場合、静電
結合）を確実にするために、結合構造を提供する。部分７０２を、例えば約１／４インチ
（０．６４ｃｍ）未満、約１／８インチ（０．３２ｃｍ）未満、または約１／１６インチ
（０．１６ｃｍ）未満など、近接結合を可能にするための厚さを有するように選択する。
この場合も、ある実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２および近距離専用のＲＦ
ＩＤタグ２００を、電気的および磁気的に結合する。代替的実施形態において、結合構造
は、遠距離用のアンテナ３０２と近距離専用のＲＦＩＤタグ２００との間の空隙の分離を
提供する。示した実施形態において、結合器５０６は、ＲＦＩＤタグの使用に応じて、遠
距離用のアンテナ３０２を後で取り外すことができるように、外面７０４から取り除くこ
とができる。例えば、ユーザは、タブ５１４を引っ張り、結合器５０６および近距離専用
のＲＦＩＤタグ２００を取り外すことができる。結合器５０６および近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグ２００を取り外すことによって、遠距離用のアンテナを近距離専用のＲＦＩＤタグ
から磁気的に分離し、品物の遠距離用のＲＦＩＤタグ付けがもはや無効となる。すなわち
、遠距離用のアンテナと近距離専用のＲＦＩＤタグとの間の近接関係（タグによって電気
、磁気、および／または静電）を解除する。同じまたは異なる近距離専用のＲＦＩＤタグ
および結合器５０６を、外面７０４の適所に配置することができ（すなわち、近接関係を
再度確立し）、次いで、近距離および遠距離の両方でタグが動作可能および読み取り可能
である状態で、品物をタグ付けすることに留意されたい。ある実施形態において、結合器
５０６はなくてもよく、近距離専用のＲＦＩＤタグを接着剤または他の結合構造で外面７
０４に貼り付けることに留意されたい。別の代替において、結合器５０６は、単に、例え
ばプラスチック包装など、近距離専用のＲＦＩＤタグをそれに貼り付け、しかしプラスチ
ック包装が取り外されるときに取り外し可能である、外装包装の形をとることができる。
【００５３】
　次に図８を参照すると、一実施形態による品物の部分８０２に貼付される分離された近
距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２の別の実装形態の断面図
を示す。別の実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５、４０５、または他の
近距離専用のＲＦＩＤタグを使用することができる。品物の部分８０２は、品物自体また
は品物のパッケージの一部分とすることができる。図において、遠距離用のアンテナ３０
２を、例えば接着する、プリントする、そうでなければ貼り付けるなど、部分８０２の外
面８０４に結合する。近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を「、遠距離用のアンテナ３０２
と近距離専用のＲＦＩＤタグ２００との間に少なくとも電気絶縁体または電気的バリアを
形成して、電気的接触を防ぐ結合器８０６を介して遠距離用のアンテナ３０２に近接して
結合するものとして示す。示した実施形態において、結合器８０６は、近距離専用のＲＦ
ＩＤタグ２００を完全に囲む。代替的実施形態において、ステッカーは、遠距離用のアン
テナ３０２および近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を完全にカバーする。例えば、遠距離
用のアンテナおよび近距離専用のＲＦＩＤタグを、ステッカーの下側に形成または配置す
る。したがって、ある実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２と近距離専用のＲＦ
ＩＤタグ２００とを品物に近接して結合して、その間の磁気結合（または近距離専用のＲ
ＦＩＤタグ２０５の場合、静電結合）を確実にするために、結合構造（面８０４および結
合器８０６）を提供する。好ましい形態において、遠距離用のアンテナを、近距離専用の
ＲＦＩＤタグから分離する結合器８０６の一部を、約１／４インチ（０．６４ｃｍ）未満
、約１／８インチ（０．３２ｃｍ）未満、または約１／１６インチ（０．１６ｃｍ）未満
など、近接結合を可能にするのに十分な厚さを有するように選択する。この場合も、ある
実施形態において、遠距離用のアンテナ３０２および近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を
、電気的および磁気的に結合し、他の実施形態において、これらは静電的に結合する。１
つの代替において、例えば結合器８０６など絶縁性のまたは電気的な非導体材料を使用す
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るのではなく、電気的結合を防ぐために、例えば図９に示されるものなど、近距離専用の
ＲＦＩＤタグ２００と遠距離用のアンテナ３０２との間に空隙９０２を維持する。示した
実施形態において、結合器８０６を、ＲＦＩＤタグの使用に応じて遠距離用のアンテナ３
０２の外面から取り外すことができるように構成する。例えば、ユーザは、タブ５１４を
引っ張り、結合器８０６および近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を取り外すことができる
。結合器８０６および近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を取り外すことによって、遠距離
用のアンテナを、近距離専用のＲＦＩＤタグから磁気的に分離し、品物の遠距離用のＲＦ
ＩＤタグ付けがもはや無効となる。すなわち、遠距離用のアンテナと近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグとの間の近接関係（タグによって電気、磁気、および／または静電）を解除する。
同じまたは異なる近距離専用のＲＦＩＤタグおよび結合器８０６を、外面８０４の適所に
配置することができ（すなわち、近接関係を再度確立し）、次いで、近距離および遠距離
の両方でタグが動作可能および読み取り可能である状態で、品物をタグ付けすることに留
意されたい。代替において、結合器８０６は、単に、例えばプラスチックや紙の包装など
、近距離専用のＲＦＩＤタグをそれに貼り付け、しかし包装が取り除かれるときに取り外
し可能である、外装包装の形をとることができる。
【００５４】
　次に図１４を参照すると、一実施形態による品物の部分８０２に貼付される分離された
近距離専用のＲＦＩＤタグ２００および遠距離用のアンテナ３０２の別の実装形態の断面
図を示す。この実施形態は、結合器１４６０によって近距離専用のＲＦＩＤタグ２００を
遠距離用のアンテナ３０２に電気的に接触できることを除いて、図８の実施形態およびそ
のバリエーションに似ている。したがって、遠距離用のアンテナ３０２を、近距離専用の
ＲＦＩＤタグに電気的および磁気的に結合する。言い換えれば、遠距離用のアンテナ３０
２を、近距離専用のＲＦＩＤタグに近接して結合する。結合器８０６に似て、結合器１４
０６を、遠距離用のアンテナ３０２の外面から取り外すことができるように構成する。例
えば、ユーザは、タブ５１４を引っ張り、結合器１４０６および近距離専用のＲＦＩＤタ
グ２００を取り外すことができる。結合器１４０６および近距離専用のＲＦＩＤタグ２０
０を取り外すことによって、遠距離用のアンテナを、近距離専用のＲＦＩＤタグから電気
的および磁気的に分離し、したがって品物の遠距離用のＲＦＩＤタグ付けがもはや無効と
なる。すなわち、遠距離用のアンテナと近距離専用のＲＦＩＤタグ２００との間の近接関
係（電気的および磁気的）を解除する。同じまたは異なる近距離専用のＲＦＩＤタグおよ
び結合器１４０６を外面８０４の適所に配置することができ（すなわち、近接関係を再度
確立し）、次いで、近距離および遠距離の両方でタグが動作可能および読み取り可能であ
る状態で、品物をタグ付けすることに留意されたい。代替において、結合器１４０６は、
単に、例えばプラスチックや紙の包装など、近距離専用のＲＦＩＤタグをそれに貼り付け
、しかし包装が取り除かれるときに取り外し可能である、外装包装の形をとることができ
る。
【００５５】
　したがって、近距離専用のＲＦＩＤおよび遠距離用のアンテナを、それらを近接して結
合し、またはその間に近接関係を有するように配置するための様々な結合構成についての
いくつかの実施例を提供する。例えば、ある場合、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび遠距
離用のアンテナを、電気的な接触ではなく、磁気結合を確実にするために近接して結合す
る。他の実施形態において、様々な結合構成は、近距離専用のＲＦＩＤタグを、電気的お
よび磁気的に遠距離用のアンテナに結合するように、遠距離用のアンテナを、近距離専用
のＲＦＩＤタグ、近距離専用のＲＦＩＤタグのループおよび集積回路のうちの１つまたは
複数と電気接続するように配置することができる。他の実施形態において、様々な結合構
成は、遠距離用のアンテナを配置し、近距離専用のＲＦＩＤタグと静電的に結合すること
ができる。結合構造の実施例には、それだけには限定されないが、数ある中でも、取り外
し可能な材料、ステッカー、ラベル、品物またはそのパッケージの一部、近距離専用のＲ
ＦＩＤタグおよび遠距離用のアンテナを固定された配置に保持し、しかしその間に空隙ま
たは絶縁体による分離または電気的な接続がある他の保持構造などがある。さらに、結合
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構造は、複数の物理的な構成要素を含むことができる。結合構造はまた、絶縁性のまたは
非電気的な導体材料とすることができる。さらに、近距離用のＲＦＩＤタグおよび遠距離
用のアンテナの一方または両方を相互の近接または電気的接続から解除することができる
ように、すなわち、近接関係を解除するように、結合構造を構成することができる。これ
は、近距離用のタグおよび遠距離用のアンテナを、単一の統合されたユニットに分離でき
ないように統合する既知の統合されたＲＦＩＤタグと対照的である。
【００５６】
　次に図１０を参照すると、一実施形態による、遠距離用のアンテナ３０２を品物のパッ
ケージの表面に形成し、かつ近距離専用のＲＦＩＤタグ（タグ２００、２０５、または４
５０など）の製造とは別個のものである、品物のパッケージの一部の図を示す。この実施
形態において、タグ付けされる品物の一面（例えば内面）は、薄い金属層１００２または
フィルム（例えばポテトチップスの袋を形成する材料にみることができる）を有する。金
属層１００２を、品物のプラスチックシートに折出し、またはプリントする。一実施形態
によれば、遠距離用のアンテナ３０２を、金属層にエッチングまたはプリントする。別の
実施形態において、薄い金属層１００２を、導電性のプリント可能なインクまたはフォイ
ルスタンプとしてプリントすることができる。例えば、図示されるように、金属層１００
２を、遠距離用のアンテナ３０２を形成するための周辺部１００４の周りを除いてどこに
でも貼り付けることができる。その結果、周辺部１００４内に形成される細長い導電性の
細片を、遠距離用のアンテナとして使用する。事前のテストは、ＲＦＩＤタグが適切に動
作するように、（追加の誘電同調が必要である場合）遠距離用のアンテナがタグ付けされ
る品物に同調されるように、遠距離用のアンテナの適切な寸法を示す。この時点で、予め
製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグを、品物の反対側または外側の、遠距離用のア
ンテナ３０２の中心部の位置に、近接結合（電気および／または磁気もしくは静電結合）
を確実にするように配置することができる。他の場合、近距離専用のＲＦＩＤタグを遠距
離用のアンテナ３０２の上部の中心部分に配置して、例えばステッカー、接着剤などの結
合構造を使用して、近接結合を確実にすることができる。このようにして、遠距離用のア
ンテナおよび近距離専用のＲＦＩＤタグは、近距離および遠距離の両方で機能する。
【００５７】
　次に図１５を参照すると、図１０の実施形態のバリエーションによる、遠距離用のアン
テナ３０２を品物のパッケージの表面に形成する品物のパッケージの一部の図を示す。こ
の実施形態は、薄い金属層が周辺部１００４を取り囲む状態で遠距離用のアンテナ３０２
を形成することを除いて、図１０に似ている。電子が周辺部１００４の周りを動き回り、
それによって周辺部１００４の２つの細長い長辺の間にわたって電位差をもたらす。これ
を、近距離専用のＲＦＩＤタグのループで電流を発生させるために使用する。予め製造さ
れている近距離専用のＲＦＩＤタグを、遠距離用のアンテナ３０２に近接して取り外し可
能にまたは取り外し不可に結合（電気および／磁気または静電結合）することができる。
このようにして、遠距離用のアンテナおよび近距離専用のＲＦＩＤタグは、近距離および
遠距離の両方で機能する。図１６の実施形態は、タグ２０５と遠距離用のアンテナとの間
の静電結合を確実にする近距離専用のＲＦＩＤタグ２０５の近接結合を示す。
【００５８】
　図５～図１０および図１４～図１６は、ある実施形態のある異なる特徴を示しており、
特徴のすべての組み合わせが示されているわけではなく、当業者は、図５～図１０および
図１４～図１６の実施形態のうちの１つまたは複数からの１つまたは複数の特徴を組み込
み、または組み合わせて、本発明の１つまたは複数の実施形態に従ってデバイスを作成す
ることができることが理解されることに留意されたい。
【００５９】
　本明細書に記載された実施形態の多くは、ＲＦＩＤデバイスにおいて近距離専用のＲＦ
ＩＤタグおよび遠距離用のアンテナの製造の分離を提供する。多くの場合、その結果、タ
グの認証を満たしながら品物レベルのタグ付けを確実にするためにサプライヤが担う必要
があるコストの動的な低減をもたらす。例えば、タグ付けされる品物にかかわらず、すべ
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てのタグが同じ基本的な近距離専用のＲＦＩＤタグ、例えば近距離専用のＲＦＩＤタグ２
００および２０５を使用することができる設計を使用することによって、こうした予め製
造されている近距離専用のタグをまとめて注文することができるため、サプライヤは、大
きいスケールメリットを達成することができる。さらに、サプライヤは、簡単な導電性の
配線を使用する場合、またはラベルまたはパッケージの設計と統合する場合、多くの場合
、遠距離用のアンテナを設計する際のコストがより低くなる。したがって、このコストの
低減によって、品物レベルでのタグ付けを実施することで、より一層に費用対効果が高く
なり、かつ実現可能となると思われる。
【００６０】
　次に、図１１～図１３を参照すると、いくつかの実施形態による、遠距離用のアンテナ
の設計を製品ラベルの設計に組み込むＲＦＩＤタグ付けデバイスを組み込むための品物例
を示す図である。図１１の図において、パッケージのラベル付けを作るために使用される
材料は、遠距離用のアンテナを組み込むために使用可能な金属性の構成要素を含む。例え
ば、この場合のラベルは、金属または導体材料を含む。あるいは、ラベルは、プリント可
能な導電性のインクまたはフォイルスタンプまたは他の薄い金属性または導電性の層を含
むことができる。位置１１０２および１１０４は、遠距離用のアンテナを実装することが
できる位置の例を提供する。位置１１０２および１１０４の両方は、一般に、線形であり
、遠距離用のアンテナを形成するのに適している。遠距離用のアンテナは、すべての実施
形態において直線構造である必要はないが、簡潔にするために、ここではそのように示さ
れていることを理解されたい。すなわち、遠距離用のアンテナを、ラベルの側面の周りで
方向が変わったり曲がったりする他の非線形配列または線形配列で実装することもできる
ことを理解されたい。位置１１０２または１１０４を遠距離用のアンテナとして実装する
場合、近距離専用のＲＦＩＤタグを位置の中心部分の上または位置の中心部分の下に配置
して、磁気結合を提供することができる。あるいは、近距離専用のＲＦＩＤタグを位置の
端部の上または位置の端部の下に配置して、効率的な静電結合を提供することができる。
図１２では、位置１２０２は、ブラスチックボトルである品物上にプリントされる栄養成
分製品ラベルの縦の左辺である。栄養成分ラベルの辺は、位置１２０２（またはその全周
辺部の周り）に導電性インクまたはフォイルスタンプによりプリントすることができ、近
距離専用のＲＦＩＤタグを、例えば、ステッカーまたは他の接着剤を使用して、位置１２
０２の上または下（ボトル内）に配置することができる。さらなる例において、図１３は
、段ボールのパッケージを示しており、品物のラベル付けに遠距離用のアンテナを実装す
るために可能な位置として、線形位置の例１３０２、１３０４、および１３０６を含む。
この場合も、遠距離用のアンテナを、ラベル付け／段ボール箱の設計および製造中に、導
電性インクでプリントして、またはフォイルスタンプをそれに貼り付けることができる。
これらの位置は、もちろん遠距離用のアンテナを実装する唯一の位置ではなく、一例とし
て提供されている。これは、品物の製造業者が（図４Ｃのある実施形態で説明したものな
ど）製品またはラベル設計と共に遠距離用のアンテナを設計することができ、標準の低コ
ストの予め製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグの使用を可能にすることができるあ
る実施形態について重要である。これによって、サプライヤが費用対効果の高い品物レベ
ルのタグ付けを提供するのに柔軟性および新たな効率が付加される。
【００６１】
　次に図１７を参照すると、いくつかの実施形態による１つまたは複数の製造方法で実行
されるステップを示すフローチャートである。図１７の方法の実施形態を、本明細書に記
載されるように、ＲＦＩＤタグデバイスおよび他のＲＦＩＤタグデバイスのうちの１つま
たは複数を製造するために使用することができる。
【００６２】
　最初に、遠距離タグとして機能しない近距離専用のＲＦＩＤタグを取得する（ステップ
１７０２）。ある実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグ２００、２０５、および
／または４５０を使用することができる。いくつかの実施形態において、近距離専用のＲ
ＦＩＤタグは、集積回路またはチップおよび近距離ループを含むが、タグアンテナまたは
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遠距離用のアンテナを含まない。一実施形態において、近距離専用のＲＦＩＤタグを、遠
距離用のアンテナを市販の統合された近距離および遠距離用のＲＦＩＤタグから取り外す
ことによって取得する。別の実施形態において、図４Ｅに示されるように、例えば、近距
離専用のＲＦＩＤタグを、ＲＦＩＤタグの製造業者によって大量に製造する。ある実施形
態において、近距離専用のＲＦＩＤタグは、タグ付けされる任意の特定の品物の誘電特性
を考慮に入れるように設計されていない。
【００６３】
　次に、導体素子を、タグ付けされる品物に同調し、導体素子を、遠距離用のアンテナと
して機能するように構成する（ステップ１７０４）。ある実施形態において、これを、例
えば、図４Ｅに関連して記載されているものなど、品物またはパッケージの製造業者また
は包装業者によって、別々の製造プロセスにおいて行う。この同調は、タグ付けされる品
物または実際にタグ付けされる品物（製品ラベル）に貼り付けられる製品の特定の誘導特
性を考慮に入れる。導体素子の同調について言及すると、一般に、ＲＦＩＤタグデバイス
の１つの目的は、集積回路に電磁エネルギー（例えば無線周波）を自由空間において結合
するための、その集積回路またはチップを含むインピーダンス整合構造を提供することで
ある。タグ付けされる品物の誘電特性は、導体素子（例えば遠距離用のアンテナ）が離調
可能なように、ＲＦＩＤタグデバイスのインピーダンス整合を変えることができる。この
ことは、読み取り誤差をもたらすことができる。したがって、同調を、インピーダンス整
合と呼ぶことができる。実質的な同調の効果は、ＲＦＩＤデバイスが実質的に遠距離デバ
イスとして効率的に機能することである。導体素子を設計する（例えば、その寸法を設計
する）ことによって、導体素子を特定の品物に同調させることができる。ある実施形態に
おいて、この同調を、最適なインピーダンス整合が見つかるまで、対象の品物の誘電性に
よって影響を受けながら導体素子の長さを削る（またはその他の方法により様々な寸法の
導体素子をプリントする）ことによって行う。一実施形態において、テストを介して、導
体素子の異なる寸法を使用して、寸法のいずれかの側におけるＲＦＩＤタグの感度および
後方散乱の強度の性能が低下するとき、最適に同調される寸法をもたらす。いくつかの実
施形態において、有利には、近距離専用のＲＦＩＤタグは、同調の必要はなく、したがっ
て、費用対効果が大きくなるように大量生産することができ、導体素子を、別々の製造プ
ロセスにおいて品物に同調する。ある実施形態において、タグ付けされる特定の品物につ
いて同調が必要ない場合、このステップは、オプションである。
【００６４】
　次に、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子を品物に結合し、近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグおよび導体素子を互いに近接して結合し、ＲＦＩＤタグが近距離および遠距離の両
方で機能するようにする（ステップ１７０６）。これを、任意の様々な方法で実行し、本
明細書において記載され、示されるものなど、様々な結合構造、結合器、および／または
面によって実施することができる。例えば、一実施形態において、導体素子を、品物（ま
たはそのパッケージ）の面にプリントされるプリント可能な導電性インクから形成する。
別の実施形態において、品物（またはそのパッケージ）の面に、フォイルスタンプを使用
して、導体素子を形成し、または貼り付ける。さらに、一実施形態において、導体素子を
、近距離用のＲＦＩＤタグに対して配置し、近距離専用のＲＦＩＤタグに磁気的に結合す
るようにする。別の実施形態において、導体素子を、近距離用のＲＦＩＤタグに対して配
置し、近距離専用のＲＦＩＤタグに静電的に結合するようにする。別の実施形態において
、導体素子を、近距離用のＲＦＩＤタグに対して配置し、近距離専用のＲＦＩＤタグに電
気的に接触するようにする。
【００６５】
　次に、ある実施形態によると、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子の一方を、品
物から分離して、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子はもはや互いに近接して結合
されておらず、したがってＲＦＩＤタグはもはや遠距離で機能しない、または読み取り不
可である（ステップ１７０８）。ある実施形態において、これを、図３Ｂおよび図３Ｅに
おいて簡略化された形で示している。これを、様々な方法で実行し、本明細書において記
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載され、示されるものなど、様々な結合構造、結合器、および／または面によって実施す
ることができる。
【００６６】
　次に、ある実施形態によると、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子のうちの一方
（または近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子のうちの代替品または異なる一方）を
、品物に再度結合し、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子を互いに近接して再度結
合し、ＲＦＩＤタグが近距離および遠距離の両方で再度機能するようにする（ステップ１
７１０）。ある実施形態において、これを、図３Ｃおよび図３Ｆにおいて簡略化された形
で示している。これを、様々な方法で実行し、本明細書において記載され、示されるもの
など、様々な結合構造、結合器、および／または面によって実施することができる。
【００６７】
　したがって、本明細書に示した例によって例示されるように、いくつかの無線周波数識
別（ＲＦＩＤ）デバイスを提供する。一実施形態において、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）
デバイスは、第１の位置および第２の位置を有する品物を含み、近距離専用のＲＦＩＤタ
グおよび導体素子のうちの一方を品物の第１の位置に結合し、近距離専用のＲＦＩＤタグ
は、遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能せず、導体素子を、遠距離用のアンテナとして機
能するように構成する。品物の第２の位置を、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子
の他方を受信し、それに結合することができるように構成し、第２の位置を、第１の位置
に対して配置し、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子のうちの他方をそれに結合す
るとき、導体素子を、近距離専用のＲＦＩＤタグに近接して結合し、ＲＦＩＤデバイスが
近距離および遠距離で機能するようにする。
【００６８】
　さらに、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスを作るために様々な方法を提供する。一
実施形態において、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスを作る方法は、予め製造されて
いる近距離専用のＲＦＩＤタグを品物に結合するステップであって、近距離専用のＲＦＩ
Ｄタグが遠距離用のＲＦＩＤタグとして機能しない、ステップと、導体素子を品物に結合
するステップであって、導体素子を、遠距離用のアンテナとして機能するように構成する
、ステップと、を含み、結合ステップの結果、近距離専用のＲＦＩＤタグを、ＲＦＩＤデ
バイスが近距離および遠距離の両方で機能するように、導体素子に近接関係で配置し、結
合ステップの一方は、近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子のうちのそれぞれ一方を
品物に取り外し可能に結合し、近距離専用のＲＦＩＤタグと導体素子との間の近接関係を
後で解除し、ＲＦＩＤデバイスがもはや遠距離で機能しないようにするステップを含む。
【００６９】
　別の実施形態において、無線周波数識別（ＲＦＩＤ）デバイスを作る方法は、第１の製
造プロセスにおいて、予め製造されている近距離専用のＲＦＩＤタグおよび導体素子の一
方を品物に結合するステップであって、近距離専用のＲＦＩＤタグは、遠距離用のＲＦＩ
Ｄタグとして機能せず、導体素子を、遠距離用のアンテナとして機能するように構成する
、ステップと、第１の製造プロセスとは別の第２の製造プロセスにおいて、近距離専用の
ＲＦＩＤタグおよび導体素子の他方を品物に結合するステップであって、結合ステップの
結果、近距離専用のＲＦＩＤタグを、導体素子に近接して結合し、かつ配置し、ＲＦＩＤ
デバイスが近距離および遠距離の両方で機能するようにする、ステップとを含む。
【００７０】
　さらに、本発明の記載した特徴、構造、または特性を、１つまたは複数の実施形態にお
いて任意の適した方法で組み合わせることができる。上述の説明では、本発明の実施形態
の完全な理解を提供するように、多くの特定の詳細を提供している。しかし、本発明は、
特定の詳細のうちの１つまたは複数無しに、または他の方法、構成要素、材料などで実施
することができることを当業者であれば理解されよう。他の例では、本発明の態様を不明
瞭にするのを回避するために、よく知られている構造、材料、または動作を、詳しく示し
たり記載したりしていない。
【００７１】
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　本明細書に開示された本発明を、その特定の実施形態、例、および用途によって説明し
ているが、特許請求の範囲に記載した本発明の範囲から逸脱することなく、当業者によっ
て多数の変更および変形を本発明に加えることができる。
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